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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結経営指標等については、記載しておりませ

ん。 
２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 持分法を適用する会社はありません。 
４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

第一部 【企業情報】

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 967,806 1,125,732 1,229,710 2,147,472 2,356,682

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △58,267 45,576 22,643 △21,054 46,939

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(千円) △51,110 50,651 253,703 210,175 48,391

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,027,026 1,027,026 1,027,026 1,027,026 1,027,026

発行済株式総数 (千株) 20,540 20,540 20,540 20,540 20,540

純資産額 (千円) 615,012 926,367 1,182,441 876,091 923,554

総資産額 (千円) 1,666,333 1,634,220 1,804,227 1,655,407 1,743,451

１株当たり純資産額 (円) 29.99 45.18 57.69 42.72 45.05

１株当たり中間(当期) 
純利益又は１株当たり 
中間純損失(△)

(円) △2.49 2.47 12.38 10.25 2.36

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.9 56.7 65.5 52.9 53.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △72,526 △21,476 △2,392 △9,438 56,156

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 5,641 △89,594 △656,849 12,157 △74,443

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △157 △375 99,614 △364 99,071

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 830,071 764,690 381,490 849,154 932,654

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
91 
(4)

107
(3)

114
(3)

90 
(4)

108
(3)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

ゼンセン同盟エフワン労働組合がありますが、労使関係につき特記すべき事項はなく、円満に推移し

ております。 

なお、平成17年９月末の組合員は63名であります。 

従業員数(名) 114(3)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当上半期のわが国経済は、企業業績の回復や設備投資の拡大など、景気は緩やかながら回復基調にあ

り、個人消費マインドも改善しつつあるとはいうものの、紳士服小売業界を取り巻く環境は、社会保険

料の負担増やサラリーマン増税など先行きに対する不透明感により、依然として厳しい状況が続いてお

ります。 

 その中で、当社は当社にしかできない商品の提供に真剣に取り組むとともに、販売力強化を図るため

積極的な新規出店を推進してまいりました。 

 この結果、売上高は前年同期比9.2%増の1,229百万円となりましたが、営業利益は前年同期比9百万円

減の2百万円、経常利益は前年同期比22百万円減の22百万円となりました。中間純利益につきまして

は、特別利益として年金基金の制度変更による戻入益220百万円を計上したこと等により前年同期比203

百万円増の253百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、381百万円と前年同期と比

べ383百万円(50.1％)の減少となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、△2百万円（前年同期△21百万円）

となりました。これは税引前中間純利益260百万円を計上したものの、その大部分が非資金項目である

退職給付引当金の減少であるため、営業活動によるキャッシュ・フローの改善は19百万円にとどまって

おります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△656百万円（前年同期△89百万

円）となりました。これは主に投資有価証券の取得によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、99百万円（前年同期△0百万円）と

なりました。これは主に短期借入金の純増によるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績は、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 金額は販売価額の平均単価によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間会計期間における商品仕入実績は、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 金額は仕入価額であります。 

２ その他の主なものはシャツ、ネクタイ等であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当中間会計期間におきましては制服関係の受注が僅少ですので記載をしておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績は、次のとおりです。 

  

 
(注) １ 総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

２ その他の主なものはシャツ、ネクタイ等であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 生産高(千円) 前年同期比(％)

オーダー製品 1,075,383 111.6

区分 仕入高(千円) 前年同期比(％)

その他 105,647 104.9

区分 販売高(千円) 前年同期比(％)

オーダー製品 1,075,383 111.6

その他 154,327 95.3

合計 1,229,710 109.2



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 82,000,000

計 82,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 20,540,525 20,540,525
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 20,540,525 20,540,525 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年４月１日 
から 

平成17年９月30日
― 20,540 ― 1,027,026 ― ―



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

グッドヒル株式会社 鳥取市吉成２－14－21 9,667 47.06

株式会社日本海リッチランド 鳥取市吉方温泉１－561 1,258 6.12

エフワン取引先企業持株会 大阪市中央区博労町２－６－８ 478 2.32

株式会社鳥取銀行 鳥取市永楽温泉町171 312 1.51

株式会社三景 東京都台東区浅草橋５－３－２ 311 1.51

御幸ホールディングス株式会社 名古屋市西区市場木町390 246 1.19

田 村 伊都子 鳥取市興南町101 241 1.17

吉 岡 利 固 鳥取市上町96 236 1.14

小斉平 由 美 宮崎県小林市大字真方355-17 222 1.08

丸一商事株式会社 高松市桜町１－７－26 214 1.04

計 ― 13,186 64.19



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 42,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,301,000
20,298 ―

単元未満株式  
普通株式 197,525 ― ―

発行済株式総数 20,540,525 ― ―

総株主の議決権 ― 20,298 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

エフワン株式会社
大阪市中央区博労町 
２―６―８

42,000 ― 42,000 0.20

計 ― 42,000 ― 42,000 0.20



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

月別
平成17年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 139 134 139 162 174 167

最低(円) 121 121 121 127 130 150



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5

号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第47期中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び第48期中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表に

ついて、太陽監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 764,690 381,490 932,654

 ２ 受取手形 3,638 1,312 2,069

 ３ 売掛金 328,119 241,131 304,776

 ４ 棚卸資産 13,954 13,679 14,511

 ５ その他 38,074 100,375 34,865

   貸倒引当金 △124,300 △121,200 △121,300

   流動資産合計 1,024,176 62.7 616,788 34.2 1,167,577 67.0

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１ 68,931 41,663 62,180

 (2) 無形固定資産 17,042 3,475 16,940

 (3) 投資その他の資産

   １ 投資有価証券 ― 650,572 900

  ２ 保証金 441,621 420,533 417,679

  ３ 破産更生債権等 101,265 ― 99,515

  ４ その他 79,582 148,694 74,857

    貸倒引当金 △98,400 △77,500 △96,200

    投資その他の
    資産合計

524,069 1,142,300 496,752

    固定資産合計 610,044 37.3 1,187,438 65.8 575,873 33.0

資産合計 1,634,220 100.0 1,804,227 100.0 1,743,451 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 115,938 106,245 158,528

  ２  短期借入金 ― 200,000 100,000

 ３ 賞与引当金 21,000 22,000 22,000

 ４ その他 104,382 63,399 82,114

   流動負債合計 241,321 14.8 391,644 21.7 362,642 20.8

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 275,293 36,219 265,835

  ２ 繰延税金負債 ― 3,822 ―

 ３ 長期預り金 191,238 190,098 191,418

   固定負債合計 466,532 28.5 230,140 12.8 457,253 26.2

負債合計 707,853 43.3 621,785 34.5 819,896 47.0



 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,027,026 62.8 1,027,026 56.9 1,027,026 58.9

Ⅱ 利益剰余金

  中間未処分利益又は
  中間(当期)未処理
  損失(△)

△98,319 153,125 △100,578

  利益剰余金合計 △98,319 △6.0 153,125 8.5 △100,578 △5.8

 Ⅲ その他有価証券 

    評価差額金
― 5,569 0.3 ―

Ⅳ 自己株式 △2,339 △0.1 △3,279 △0.2 △2,893 △0.1

  資本合計 926,367 56.7 1,182,441 65.5 923,554 53.0

  負債及び資本合計 1,634,220 100.0 1,804,227 100.0 1,743,451 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,125,732 100.0 1,229,710 100.0 2,356,682 100.0

Ⅱ 売上原価 615,397 54.7 675,396 54.9 1,295,326 55.0

  売上総利益 510,334 45.3 554,313 45.1 1,061,356 45.0

Ⅲ 販売費及び
  一般管理費

498,740 44.3 552,038 44.9 1,038,026 44.0

  営業利益 11,593 1.0 2,275 0.2 23,329 1.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 6,218 1,248 12,827

  ２ 有価証券利息 ― 8,000 ―

 ３ 為替差益 26,982 8,463 2,716

  ４ 受取保険金 ― 2,213 5,496

 ５ その他 781 33,982 3.0 590 20,517 1.6 2,603 23,643 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ― 146 30

 ２ その他 ― ― ― 1 148 0.0 3 33 0.0

  経常利益 45,576 4.0 22,643 1.8 46,939 2.0

Ⅵ 特別利益

 １ 退職給付引当金 
 戻入益

※１ ― 220,030 ―

  ２ 賞与引当金戻入益 ― 18,240 ―

  ３ 貸倒引当金戻入益 9,400 ― 14,600

  ４ 店舗移転補償金等 ― 9,400 0.8 55,145 293,415 23.9 ― 14,600 0.6

Ⅶ 特別損失

 １ 減損損失 ※２ ― 37,149 ―

 ２ 貸倒引当金繰入額 ― 18,473 ―

 ３ 店舗閉鎖損失 ― ― ― ― 55,622 4.5 2,519 2,519 0.1

  税引前中間(当期)
  純利益

54,976 4.8 260,436 21.2 59,020 2.5

  法人税、住民税
  及び事業税

4,325 0.3 6,733 0.6 10,628 0.4

  中間(当期)純利益 50,651 4.5 253,703 20.6 48,391 2.1

  前期繰越損失 148,970 100,578 148,970

  中間未処分利益又は中間
  (当期)未処理損失(△)

△98,319 153,125 △100,578



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による
  キャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益 54,976 260,436 59,020

   減価償却費 13,617 9,761 33,739

   減損損失 ― 37,149 ―

   店舗閉鎖損失 ― ― 60

   貸倒引当金の減少額 △9,400 △18,800 △14,600

   賞与引当金の減少額 △1,000 ― ―

   退職給付引当金の減少額 △30,072 △229,615 △39,530

   受取利息及び受取配当金 △6,218 △9,249 △12,827

   為替差益 △26,982 △8,463 △2,716

   支払利息 ― 146 30

   売上債権の減少額 25,317 83,613 51,869

   たな卸資産の減少額 778 831 221

   その他資産の増加額 △5,283 △53,865 △4,999

   仕入債務の増減額 △29,520 △52,282 13,069

   未払消費税等の増減額 △2,869 △7,216 3,449

   その他負債の減少額 △2,307 △452 △35,937

    小計 △18,963 11,993 50,850

   利息及び配当金の受取額 4,826 1,363 12,762

    利息の支払額 ― △293 △116

   法人税等の支払額 △7,339 △15,455 △7,339

   営業活動による
   キャッシュ・フロー

△21,476 △2,392 56,156



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による
  キャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得
   による支出

△29,845 △13,633 △41,393

   投資有価証券の取得
   による支出

― △640,280 ―

   長期前払費用の取得
   による支出

△2,556 ― △3,216

   保証金の差入れによる支出 △38,905 △6,664 △49,348

   保証金の返還による収入 3,603 1,785 36,412

   出資金の取得による支出 ― ― △10

   貸付による支出 △28,554 △2,087 △28,604

   貸付金の回収による収入 6,663 4,031 11,716

   投資活動による
   キャッシュ・フロー

△89,594 △656,849 △74,443

Ⅲ 財務活動による
  キャッシュ・フロー

       短期借入による純増 ― 100,000 100,000

   自己株式の買取・売却
   による収支差額

△375 △385 △928

   財務活動による
   キャッシュ・フロー

△375 99,614 99,071

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
  換算差額

26,982 8,463 2,716

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △84,463 △551,164 83,500

Ⅵ 現金及び現金同等物の
  期首残高

849,154 932,654 849,154

Ⅶ 現金及び現金同等物の
  中間期末(期末)残高

764,690 381,490 932,654



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  その他有価証券 

  ―――― 

 

 

 

 

 

 

(時価のないもの)

   移動平均法による原

価法

(1) 有価証券

  その他有価証券 

(時価のあるもの) 

 中間会計期間末日の

市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全

部資本直入法により処

理し、売却原価は、移

動平均法により算定) 

(時価のないもの)

同左

(1) 有価証券

  その他有価証券 

 ―――― 

 

 

 

 

 

 

(時価のないもの)

同左

(2) 棚卸資産

  製商品 総平均法によ

る原価法

(2) 棚卸資産

  製商品

同左

(2) 棚卸資産

  製商品

同左

  材料  先入先出法に

よる原価法

  材料

同左

  材料

同左

  仕掛品 個別法による

原価法

  仕掛品

同左

  仕掛品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法

(主な耐用年数 建物

９年～34年)

(1) 有形固定資産

  定率法

(主な耐用年数 建物

３年～15年)

(1) 有形固定資産

  定率法

(主な耐用年数 建物

９年～34年)

(2) 無形固定資産

  定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒損失に備え

るため、回収不能見込

額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

  一般債権

   貸倒実績率によって

おります。

  一般債権

同左

  一般債権

同左

  貸倒懸念債権及び破産

更生債権等

   個別に回収可能性を

検討し回収不能見込

額を計上しておりま

す。

  貸倒懸念債権及び破産

更生債権等

同左

  貸倒懸念債権及び破産

更生債権等

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与に充てるため、

実際支給見込額を計上

しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職金給付に

備えるため、当中間会

計期間末における退職

給付債務見込額及び年

金資産の額に基づき、

当中間会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職金給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務見

込額及び年金資産の額

に基づき、当期末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

同左 外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。

５ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日又は償還日の到来する

流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資で

あります。

同左 同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

  消費税等の会計処

理について

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。

同左 同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

(会計処理の変更) 

  

 
  

(表示方法の変更） 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

    
     ―――――――

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第6号)を適用

しております。 

これにより税引前中間純利益が

37,149千円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

  
      ―――――――

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

    
        ―――――――

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「投資有価証券」(前

中間会計期間900千円)については、総資産額の100分の

５超となったため、当中間会計期間より区分掲記して

おります。 

 前中間会計期間において区分掲記していた投資その

他の資産の「破産更生債権等」は、資産総額の100分の

５以下となりましたので、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示いたしました。 

 なお、当中間会計期間における「破産更生債権等」は

80,244千円であります。



  

(追加情報) 

  

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

にともない、当中間会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い、法人事業税

の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上し

ております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が2,517千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が

2,517千円減少しております。

      

     ―――――――

(法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法) 

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成16

年２月13日)が公表されたことに伴

い、当事業年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割

および資本割5,062千円を販売費及

び一般管理費として処理しておりま

す。

項目
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額 45,758千円 53,309千円 63,374千円

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

    ――――――― ※１ 退職給付引当金戻入益

 連合設立のエフワン厚生年金基金

が代行返上に伴い制度設計変更(給

付利率、繰下利率の引下げ、15年保

証終身年金を15年確定年金に変更

等)を行ったことにより、代行返上

後のエフワン企業年金基金の加入者

に係る数理債務が減少し、一方、同

基金の資産に占める当社の年金資産

が増加(年金資産の持分比率の基礎

となる数理債務の当社の全体に占め

る比率が上昇)したため、退職給付

引当金戻入益として220,030千円の

特別利益を計上いたしました。

    ―――――――



  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

    ―――――――

 
 ※２ 減損損失

 当社は、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。

 
場所 用途 種類

金額 
（千円）

 関西地区直
営店 
3店舗

店舗
用販
売設
備等

建物付属
設備

3,741

 器具備品 1,880

 その他 218

 関東地区直
営店 
7店舗

店舗
用販
売設
備等

建物付属
設備

4,417

 器具備品 3,187

 その他 2,159

 その他地  
区直営店  
3店舗

店舗
用販
売設
備等

建物付属
設備

3,758

 器具備品 4,177

 その他 218

 
本社 遊休

電話加入
権

12,416

 
厚生施設 遊休

建物 719

 土地 255

 計 37,149

 当社は資産を店舗、遊休資産及び

共用資産にグルーピングしておりま

す。店舗については営業キャッシュ

フローが継続してマイナスである資

産グループの帳簿価格を回収可能価

額まで減額し、遊休資産については

市場価格が帳簿価額より著しく下落

しているため帳簿価額を回収可能価

額まで減額して当該減少額を減損損

失37,149千円として特別損失に計上

いたしました。 

 回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、店舗につきまして

は、建物付属設備等を含め全て正味

売却価額を零として評価しておりま

す。遊休資産のうち、本社電話加入

権につきましては、現時点での休止

回線全てについても正味売却価額を

零として取得価額を全額減損損失に

計上いたしました。また、厚生施設

につきましては、リゾート施設が現

在使用不可となり転売等も不可能な

ため資産価値なしとみなし正味売却

価額を零として全額減損損失を計上

いたしました。 

 減損損失の内訳は、建物12,636千

円、器具備品9,245千円、土地255千

円、電話加入権13,362千円、長期前

払費用1,650千円であります。

    ―――――――

 



 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(リース取引関係) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

 
減価償却実施額

有形固定資産 12,401千円

無形固定資産 102千円

 
減価償却実施額

有形固定資産 8,544千円

無形固定資産 102千円

 
減価償却実施額

有形固定資産 31,110千円

無形固定資産 205千円

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成16年９月30日)

現金及び預金勘定 764,690千円

現金及び現金同等物 764,690千円
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 381,490千円

現金及び現金同等物 381,490千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 932,654千円

現金及び現金同等物 932,654千円

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

①    ――――― ① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得 
価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末 
残高 
相当額 
(千円)

器具備品 18,500 16,541 1,958

取得 
価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

器具備品 6,500 6,391 108

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 2,295千円

１年超 ―千円

計 2,295千円

②    ――――― ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 129千円

１年超 ―千円

計 129千円

③ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 2,574千円

減価償却費相当額 2,149千円

支払利息相当額 134千円

③ 当中間期の支払リース料、減価

償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 129千円

減価償却費相当額 108千円

支払利息相当額 0千円

③ 当期の支払リース料及び減価償

却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,833千円

減価償却費相当額 3,199千円

支払利息相当額 172千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。

  ・利息相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 900

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

 

 その他有価証券  

①株式                   ―                  ―                  ―  

②債券  

国債・地方債等                   ―                  ―                  ―  

社債                   ―                  ―                  ―  

その他 437,280 448,402 11,122  

③その他 203,000 201,269 △ 1,730
 

計 640,280 649,672 9,392
 

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 900

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 900



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利

用しておりませんので該当事項はあ

りません。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当社は、持分法を適用する会社がな

いため、該当事項はありません。
同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 45.18円

１株当たり中間純利益 2.47円

１株当たり純資産額 57.69円

１株当たり中間純利益 12.38円

１株当たり純資産額 45.05円

１株当たり当期純利益 2.36円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 50,651 253,703 48,391

普通株主に帰属しない金額
(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

50,651 253,703 48,391

普通株式の期中平均株式数
(千株)

20,506 20,498 20,504



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 

(第47期)
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月13日

エフワン株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエフワン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、エフワン株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

太陽監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   石  川  昌  司  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   高  木     勇  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月14日

エフワン株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているエフワン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第48期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、エフワン株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、当中間会計期間か

ら固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

太陽監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   山  田  茂  善  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士   高  木     勇  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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